
一般社団法人日本組織移植学会 組織バンク認定制度施行細則 
 

第１章 運 営 

第１条 

一般社団法人 日本組織移植学会組織バンク認定制度規則の施行に当たり、施行規則に定め 

られた以外の事項については、施行細則の規定に従うものとする。 

 
第２条 委員は、入手した審査に関する一切の情報を漏らしてはならな

い。 

 
第３条 委員会の事務は、日本組織移植学会事務局において行

う。 

 

 

 
第２章 組織バンクの機能

と種類 

 

第４条 

組織バンクは以下の 3 つのカテゴリーに分類する。組織バンク委員会は日本組織移植学会の 

認定バンクを以下の要件に応じどのカテゴリーに適合するかについて審査する。 

 
１，カテゴリーI の組織バンク：採取して保存した組織を他施設へも供給できる 

 

２．カテゴリーII の組織バンク：採取して保存した組織を自施設のみに供給する 
 

３．カテゴリーIII の組織バンク（組織採取センター）：採取して一時保存した組織を保存 供

給のため他組織バンクへ移送する 

 

 

第３章 組織バンクの認定 

第５条 

組織バンクの認定を受けようとする施設は、以下の１及び２の基準に合致しなければなら な

い。 

 
１．日本組織移植学会の定める「ヒト組織バンク開設における指針」を遵守し、細則 ６ 条 

1～５項にさだめる各カテゴリーの基準を満たしていること。 

２．十分な組織移植医療活動の実績を有していること。 



第６条 組織バンクの認定基準を受けようとする施設は以下の各カテゴリーに定められる基準

をそ なえていなければならない。 

 
１．組織の摘出に関わる医師が存在し摘出に関わる部門があること。 

 

２．組織の保存と供給を行う衛生的で管理された設備を有すること（カテゴリーI&II） 又は 

組織の一時保存を行う衛生的で管理された設備を有すること（カテゴリーIII） 

 
３．組織移植に関する資料を保管する場所を有すること（カテゴリーI&II）又は 組織摘出と 

移送に関する資料を保管する場所を有すること（カテゴリーIII） 

 
４．専属の日本組織移植学会認定コーディネーターを有すること（カテゴリーI）又は 兼任 

を含める日本組織移植学会認定コーディネーターを有すること（カテゴリーII&III） 

 
５．組織バンクのメディカルディレクターは日本組織移植学会認定資格を有 すること。ま

た摘出を統括する医師、クオリティアシュアランスならびにクオリティー コ ントロー

ルに関わる者も日本組織移植学会会員であることが望ましい（全てのカテ ゴリー） 

 
第７条 

組織バンク認定の審査を受けようとする施設は、次の各項に定める申請書類の各 １通を、 

日本組織移植学会事務局を経て、理事長に提出する。 

 

提出内容は以下のとおり 

１．組織バンク申請書 

２．実績表 
 

 

第４章 組織バンクの更新 

第８条 

組織バンクの更新を申請する施設は、有効期間満了日時の６ヶ月以前に、次の各項に定め る

申請書類の各１通を、日本組織移植学会事務局を経て、理事長に提出する。 

 
１．組織バンク更新申請書 

２．実績表 



第５章 組織バンクの申請・審査 
 

第９条 

組織バンク認定の審査は 1.書類審査および 2.実地審査を合わせて行う。 

 

第１０条 

組織バンク認定申請・審査料は 500,000 円（カテゴリーI および II）、100,000 円（カテゴ 

リーIII） とする。 なお、カテゴリーの II から I へのアップグレードを希望する場合に 

は、申請日が次の更新までの期間内であれば認定申請・審査料は 200,000 円とする。また 

III から II あるいは I へのアップグレードは申請日に関わらず認定申請・審査料は 500,000 

円とする。 

 
第１１条 申請先および申請・審査手

数料送金先 

 

〒103－8335 

東京都港区芝 3-23-1セレスティン芝三井ビルディング 12階 

（株）JTBコミュニケーションデザイン ミーティング＆イベント第一事業局内 

 

 

第１２条 現地調査に関わる費用 

現地調査に関わる費用は内規を別に設けるものとする。 

 

 

 

第６章 認 定 料 
 

第１３条 組織バンク認定の認定証交付を受ける者は、認定料としてカテゴリーにかかわら 

ず、新規 100,000 円、更新 50,000 円を納付する。 

 

 

第７章 付 則  

第１４条 

この細則は、理事会の議を経て変更する事が出来る。 

 

第１５条 

この細則は平成 17 年 12 月 20 日から施行する。 

この細則は平成 26 年 4 月 1 日から改変する。 

この細則は平成 27 年 8 月 28 日から改変する。 

この細則は平成 29 年 3 月 31 日から改変する。 

この細則は 2021 年 8 月 21 日から施行する。 

この細則は 2023年 8 月 25 日から施行する。 

 


